
  

令和 7年度東京都農地中間管理事業の実施状況に対する評価・意見 

 

東京都農地中間管理事業評価委員会を次のとおり開催し、農地中間管理事業

の推進に関する法律（以下「機構法」という。）第 6条第 2項に基づく令和 7年

度の東京都農地中間管理事業の実施状況を評価し、これに関する意見を取りま

とめた。 

 

開催日時 令和 8年 6月 8日（月） 10時 00分 

開催場所 東京都渋谷区代々木 2-10-12 

（JA東京南新宿ビル 3階「310会議室」） 

出席者  評価委員 4名 後藤光蔵、近藤剛、内田敏夫、本木賢太郎 

主な議題  １ 農地中間管理事業について 

２ 令和 7年度の農地中間管理事業の評価・意見 

      ３ 令和 8年度の農地中間管理機構活動計画について 

 

（評価） 

１ 令和 7 年度は借受面積 67.6ha を達成し、当初目標の 25.0ha を大幅に上回

った。67.6haの内訳は、新規集積面積が約 39.1ha、農業経営基盤強化促進法

に基づく貸借から機構法による貸借への移行が約 23.1ha、その他更新等が約

5.5haであった。特に新規集積面積が前年度（16.6ha）を大きく上回ったこと

は、市町村や農業委員会との連携、現地コーディネーターによる活動及び農地

長期貸借促進奨励事業等の取組による成果として評価する。 

２ 地域計画の策定後においても、市町村や農業委員会と連携し、協議の場や検

討会への参加、現地コーディネーターによる支援を継続したことにより、地域

計画の策定やブラッシュアップが進められたことを評価する。今後の農地集

積・集約化に向けた基盤づくりとして重要な取組である。 

３  広域的な担い手とのマッチングにより、荒れた水田を借り受けて再生させ

た事例については、農地の有効活用と地域農業の維持につながる優れた成果

として評価する。あわせて、所有者不明農地制度の活用や、小規模土地改良事

業を活用した農地再整備の仕組みづくりなど、未活用農地の解消に向けた事

務局の新たな取組についても、今後の展開が期待される。 

 

（意見）提案等 

１ 農地中間管理事業の実績については、総面積だけでなく、新規集積分、農業

経営基盤強化促進法からの移行分、更新分などに区分して整理・公表すること

が望ましい。また、活動目標の設定に当たっては、過年度実績や制度改正によ

る移行見込み、新規集積の動向等を踏まえ、より実態に即した目標設定となる

よう検討を進められたい。 

２ 地域計画については、策定から実行・見直しの段階へ移行していることから、



  

目標地図の実効性向上に向けた支援を引き続き進めることが望ましい。担い

手を中心とした協議や地域の実情に応じたブラッシュアップを通じて、農地

集積・集約化の実現につながる地域計画となるよう支援を継続されたい。 

３ 農地の貸借を進めることにより、意欲的な農業者の規模拡大を後押しし所

得向上につなげている点や、遊休農地の再生とともに遊休農地化の防止にも

寄与している点など、実例を挙げ、より積極的に情報発信を行われたい。 

４ 島しょ地域においては、担い手不足に加え、移住・定住の受け皿となる住宅

の不足など、農業分野だけでは解決が難しい課題が存在している。地域農業の

維持・発展や新規就農者の確保に向けて、関係機関と連携しながら課題解決に

向けた取組を進めることが望ましい。 

 


